
   東大阪市介護保険事業の運営における暴力団員等の排除に関する要綱  

 

 （趣旨）  

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）、東

大阪市介護保険事業の人員、設備、運営等に関する基準等を定める条例（平成２４年

東大阪市条例第３６号。以下「条例」という。）、東大阪市介護予防・日常生活支援総

合事業実施要綱（平成２９年４月１日施行。以下「総合事業要綱」という。）、東大阪

市暴力団排除条例（平成２４年東大阪市条例第２号）及び東大阪市暴力団排除条例施

行規則（平成２４年東大阪市規則第４０号）の規定に基づき、東大阪市における介護

保険事業の運営から暴力団員及び暴力団密接関係者を排除するための措置について、

必要な事項を定めるものとする。  

 （定義）  

第２条 この要綱における用語の意義は、法、条例及び総合事業要綱に定めるもののほか、

次に定めるとおりとする。 

 (1) 介護保険事業 指定居宅サービスの事業、指定地域密着型サービスの事業、指定居

宅介護支援の事業、指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設、指定介護療養型医療

施設、介護医療院、指定介護予防サービスの事業、指定地域密着型介護予防サービス

の事業、指定介護予防支援の事業及び第１号事業をいう。 

 (2) 介護保険事業者 介護保険事業を行う者をいう。 

 (3) 役員等 法第７０条第２項第６号に規定する役員等をいう。 



 （照会）  

第３条 介護保険事業者の役員等は暴力団員及び暴力団密接関係者（以下「暴力団員等」

という。）に該当する者であってはならない。  

２ 市長は、介護保険事業者の役員等が暴力団員等に該当するか否かについて確認を行う

必要があると認めるときは、大阪府布施警察署長、大阪府河内警察署長又は大阪府枚岡

警察署長に照会をすることについて、介護保険事業者から当該役員等が当該照会に同意

している旨の書面の提出を受けて、当該照会をするものとする。  

 （誓約書の提出）  

第４条 次に掲げる申請又は届出（以下「申請等」という。）を行う者は、当該申請等に係

る申請書又は届出書に前条第１項の規定について誓約する旨の書面を添えて市長に提出

するものとする。 

 (1) 指定居宅サービス事業 法第７０条第１項の規定による指定の申請、法第７０条の

２第１項の規定による指定の更新の申請及び法第７５条第１項の規定による変更の届

出（当該届出を行う法人の代表者（以下「法人代表者」という。）の氏名の変更に係る

ものに限る。） 

 (2) 指定地域密着型サービス事業 法第７８条の２第１項の規定による指定の申請、法

第７８条の５第１項の規定による変更の届出（法人代表者の氏名の変更に係るものに

限る。）及び法第７８条の１２において準用する法第７０条の２第１項の規定による

指定の更新の申請 

 (3) 指定居宅介護支援事業 法第７９条第１項の規定による指定の申請、法第７９条の



２第１項の規定による指定の更新の申請及び法第８２条第１項の規定による変更の届

出（法人代表者の氏名の変更に係るものに限る。） 

 (4) 指定介護老人福祉施設 法第８６条第１項の規定による指定の申請、法第８６条の

２第１項の規定による指定の更新の申請及び法第８９条第１項の規定による変更の届

出（法人代表者の氏名の変更に係るものに限る。） 

 (5) 介護老人保健施設 法第９４条第１項の規定による許可の申請、法第９４条の２第

１項の規定による許可の更新の申請及び法第９９条第１項の規定による変更の届出

（法人代表者の氏名の変更に係るものに限る。） 

 (6) 指定介護療養型医療施設 健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第

８３号）による改正前の法（以下「旧法」という。）第１０７条の２第１項の規定によ

る指定の更新の申請及び旧法第１１１条の規定による変更の届出（法人代表者の氏名

の変更に係るものに限る。） 

(6)の２ 介護医療院 法第１０７条第１項の規定による許可の申請、法第１０８条第

１項の規定による許可の更新の申請及び法第１１３条第１項の規定による変更の届出

（法人代表者の氏名の変更に係るものに限る。） 

 (7) 指定介護予防サービス事業 法第１１５条の２第１項の規定による指定の申請、法

第１１５条の５第１項の規定による変更の届出（法人代表者の氏名の変更に係るもの

に限る。）及び法第１１５条の１１において準用する法第７０条の２第１項の規定に

よる指定の更新の申請 

 (8) 指定地域密着型介護予防サービス 法第１１５条の１２第１項の規定による指定の



申請、法第１１５条の１５第１項の規定による変更の届出（法人代表者の氏名の変更

に係るものに限る。）及び法第１１５条の２１において準用する法第７０条の２第１

項の規定による指定の更新の申請 

 (9) 指定介護予防支援 法第１１５条の２２第１項の規定による指定の申請、法第 

１１５条の２５第１項の規定による変更の届出（法人代表者の氏名の変更に係るもの

に限る。）及び法第１１５条の３１第１項において準用する法第７０条の２第１項の

規定による指定の更新の申請 

(10) 第１号事業 法第１１５条の４５の５第１項の規定による指定の申請、法第 

１１５条の４５の６第１項の規定による指定の更新の申請及び総合事業要綱第１６条

第１項の規定による変更の届出（法人代表者の氏名の変更に係るものに限る。） 

 （措置）  

第５条 市長は、第３条第２項に規定する照会の結果、介護保険事業者の役員等が暴力団

員等に該当することが判明したときは、法又は旧法の規定に基づく措置を行うものとす

る。  

 

   附 則  

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。  

   附 則  

 この要綱は、平成２７年５月１日から施行し、同年４月２日から適用する。  

   附 則  



 この要綱は、平成２９年７月１日から施行する。  

 附 則  

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  


